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その他

法違反・罰則について

年５日の取得ができなかった労働者が１名でもいたら、罰則が科されるのでしょうか。

法違反として取り扱うこととなりますが、労働基準監督署の監督指導において、法違反が認められた

場合は、原則としてその是正に向けた指導を受け、改善を図ることになります。

使用者が年次有給休暇の時季指定をするだけでは足りず、実際に取得させることまで必要なの

でしょうか。

使用者が５日分の年次有給休暇の時季指定をしただけでは足りず、実際に基準日から１年以内に年次

有給休暇を５日取得していなければ、法違反として取り扱うことになります。

年次有給休暇の取得を労働者本人が希望せず、使用者が時季指定を行っても休むことを拒否し

た場合には、使用者側の責任はどこまで問われるのでしょうか。

使用者が時季指定をしたにもかかわらず、労働者がこれに従わず自らの判断で出勤し、使用者がその

労働を受領した場合には、年次有給休暇を取得したことにならないため、法違反に問われることにな

ります。

ただし、労働基準監督署の監督指導において、法違反が認められた場合は、原則としてその是正に向

けた指導をうけ、改善を図ることになります。

使用者が時季指定した日が到来する前に労働者が自ら年次有給休暇を５日取得した場合は、当

初使用者が時季指定した日に労働者が年次有給休暇を取得しなくても、法違反にはならないと

考えてよいでしょうか。

労働者が自ら５日年次有給休暇を取得しているので、法違反にはあたりません。なお、この場合に

おいて、当初使用者が行った時季指定は、使用者と労働者との間に特段の取決めがない限り、無効

とはなりません。
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休職している労働者についても、年５日の年次有給休暇を確実に取得させる必要がありますか。

例えば、基準日からの１年間について、それ以前から休職しており、期間中に一度も復職しなかった

場合など、使用者にとって義務の履行が不可能な場合には、法違反を問うものではありません。
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A
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務
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年度の途中に育児休業から復帰した労働者等についても、年５日の年次有給休暇を確実に取得

させる必要があるのでしょうか。

年度の途中に育児休業から復帰した労働者等についても、年５日の年次有給休暇を確実に取得させ

る必要があります。ただし、残りの期間における労働日が、使用者が時季指定すべき年次有給休暇

の残日数より少なく、５日の年次有給休暇を取得させることが不可能な場合には、その限りではあ

りません。

期間中に契約社員から正社員に転換した場合の取扱いについて教えてください。

対象期間中に雇用形態の切り替えがあったとしても、引き続き基準日から１年以内に５日�取得させ

る必要があります。

なお、雇用形態の切り替えにより、基準日が従来よりも前倒しになる場合（例えば、�契約社員の時の

基準日は 10/1 だったが、正社員転換後は基準日が 4/1 に前倒しになる場合）には、5日の時季指定

義務の履行期間に重複が生じますが、そのような場合の取扱いについては P.33 をご参照ください。

使用者が時季指定した年次有給休暇について、労働者から取得日の変更の申出があった場合に

は、どのように対応すればよいでしょうか。また、年次有給休暇管理簿もその都度修正しなく

てはいけないのでしょうか。

労働者から取得日の変更の希望があった場合には、再度意見を聴取し、できる限り労働者の希望に沿

った時季とすることが望ましい対応です。また、取得日の変更があった場合は年次有給休暇管理簿を

修正する必要があります。

管理監督者にも年５日の年次有給休暇を確実に取得させる必要があるのでしょうか。

あります。管理監督者も義務の対象となります。（P.29 参照）
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